
船橋市介護保険給付制限に関する要綱 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第６６条、第６７条、第６８条及び第６９条に規定する保険給付の制限（以下

「給付制限」という。）に関して必要な事項を定めるものとする。  

（給付制限等に係る周知義務）  

第２条 市は、被保険者が不利益を被ることのないよう、保険料の納付勧奨に努

めるとともに、保険料滞納者に係る給付制限について周知の徹底を図るものと

する。  

（支払方法の変更）  

第３条 市長は、法第９条第１号に規定する第１号被保険者（以下「第１号被保

険者」という。）であって法第４１条第１項に規定する要介護被保険者又は法

第５３条第１項に規定する要支援被保険者（以下「要介護被保険者等」という。）

が、当該保険料の納期限から１年間が経過するまでの間に当該保険料を納付し

ない場合は、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保

険者証に、法第６６条第１項及び第２項の規定により支払方法の変更（償還払

い化）を実施する旨の記載（以下「支払方法変更の記載」という。）をするも

のとする。  

（特別な事情等による適用除外）  

第４条 前条第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、

支払方法変更の記載は行わないものとする。  

⑴ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）に

よる一般疾病医療費の支給その他規則第９８条に定める医療に関する給付

を受けることができる場合  

⑵ 法第６６条第１項及び第２項に規定する政令で定める特別の事情として、

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３

０条各号に定める特別の事情があり、保険料を納付することができないと認

められる場合  

２ 令第３０条第１号に規定する住宅、家財又はその他の財産について著しい損

害を受けた場合とは、支払方法変更の開始日の前１年以内に３割以上の損害を



受けた場合とする。  

３ 令第３０条第２号又は規則第１００条第１項及び第２項に規定する収入が

著しく減少した場合とは、当該要介護被保険者等の属する世帯の生計を主とし

て維持する者の支払方法変更の開始日の属する年の見込み収入額が、前年の収

入額の１０分の７未満に減少し、かつ当該要介護被保険者等の属する世帯の実

収入見込み月額が、その世帯につき算定した生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）に規定する基準生活費に１００分の１２０を乗じて得た額に満たない

場合とする。  

（弁明の機会の付与）  

第５条 支払方法変更の記載をする場合は、保険料の納期限から１年間が経過す

るまでの間に当該保険料を納付しない第１号被保険者である要介護被保険者

等に対し、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項第２号の規定

に基づき、弁明の機会の付与の通知を行うものとする。  

２ 前項の通知は、介護保険給付の支払方法変更（償還払い化）予告通知書（様

式第１号）に弁明書（様式第２号）を添付して行うものとする。  

３ 弁明書の提出期限は、予告通知書を送付した日から１４日以内とする。ただ

し、弁明書の提出が困難であると市長が認めるときは、弁明を口頭で行うこと

ができる。  

（支払方法変更の記載）  

第６条 前条第１項の規定による弁明書が期限までに提出されない場合及び弁

明に理由がないと認める場合は、支払方法変更の決定を行い、同項に規定する

要介護被保険者等に対し、支払方法変更の記載をする旨通知した上で、当該要

介護被保険者等の被保険者証に支払方法変更の記載をして交付するものとす

る。  

２ 前項の通知は，介護保険給付の支払方法変更（償還払い化）通知書（様式第

３号）により行うものとする。  

３ 支払方法変更の開始日は、決定日の属する月の翌月の１日とする。  

４ 前項の規定にかかわらず、支払方法の変更にかかる決定が要介護認定等の認

定有効期間開始日の前々月に行われた場合は、決定日の属する月の翌々月の１

日とする。  
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（支払方法変更の記載の消除）  

第７条 前条第１項の規定により支払方法変更の記載を受けた要介護被保険者

等が、滞納している保険料を完納したときは、当該要介護被保険者等に対して

被保険者証の提出を求め、支払方法変更の記載を消除する。  

２ 法第６６条第３項に規定する政令で定める特別の事情として、令第３１条に

規定する特別の事情がある場合は、当該要介護被保険者等は、被保険者証及び

当該特別の事情がある旨を証する書類を市長に提出し、支払方法変更の記載の

消除を受けることができる。  

３ 前項の申請は、介護保険給付の支払方法変更（償還払い）終了申請書（様式

第４号）により行うものとする。  

４ 支払方法変更の終了日は、前２項の規定により当該被保険者証の記載を消除

すると決定した日（以下「消除決定日」という。）の属する月の前月末日とす

る。ただし、支払方法変更の決定日から開始日の属する月までに消除決定が行

われた場合は、開始日を終了日とする。  

５ 令第３１条に規定する滞納額の著しい減少とは、次の各号のいずれかに該当

する場合とする。  

⑴ 納期限が過ぎた保険料額の５割以上が納付されたとき。  

⑵ 支払方法変更開始日から１年以上経過している納期の滞納保険料が全て

納付されたとき。ただし、すでに被保険者証に支払方法変更の記載がされて

いる場合は、要綱第７条第３項に規定する支払方法変更（償還払い）終了申

請書の申請日を基準として１年以上経過している納期の滞納保険料が全て

納付されたとき。  

⑶ 滞納保険料の全てが記載された債務承諾書が提出されたとき又は分割納

付誓約書が提出され、その後誠実に履行されているなど、滞納保険料が相当

の期間内に納付されることが確実に見込まれるとき。  

⑷ その他市長が特に認めたとき。  

（支払の一時差止）  

第８条 法第６７条第１項の規定により、保険給付を受けることができる第１号

被保険者である要介護被保険者等が保険料を滞納し、かつ、当該保険料の納期

限から１年６か月間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合は、保
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険給付の全部又は一部の支払を一時差し止める（以下「一時差止」という。）

ものとする。  

２ 前項の規定により一時差し止める保険給付の額は、当該要介護被保険者等の

滞納保険料額の１．５倍を超えないものとする。  

３ 第１項の規定により一時差止をする場合には、当該要介護被保険者等に対し、

介護保険給付の支払一時差止通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

（特別な事情等による適用除外）  

第９条 前条第１項の規定にかかわらず、法第６７条第１項に規定する政令で定

める特別の事情として、令第３２条第１項に定める特別の事情があり、保険料

を納付することができないと認められる場合は、一時差止を行わないものとす

る。  

（滞納保険料額の控除）  

第１０条 第６条第１項の規定により支払方法変更の記載を受けている要介護

被保険者等であって、第８条第１項の規定により一時差止がなされている者が、

なお滞納している保険料を納付しない場合においては、あらかじめ、当該要介

護被保険者等に通知して、当該一時差止に係る保険給付の額から当該要介護被

保険者等が滞納している保険料額を控除することができる。  

２ 前項の通知は、介護保険滞納保険料控除通知書（様式第６号）により行うも

のとする。  

（第２号被保険者に対する給付制限）  

第１１条 法第６８条第１項の規定により、保険給付を受けることができる第２

号被保険者である要介護被保険者等について、同項に規定する未納医療保険料

等がある場合には、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当

該被保険者証に、支払方法の変更（償還払い化）を実施する旨及び保険給付の

全部又は一部の支払を差し止める旨の記載（以下「保険給付差止の記載」とい

う。）をすることができる。  

２ 保険給付差止の記載は、規則第１０７条第１項ただし書の規定により要介護

認定等の結果を被保険者証に記載する際に行うものとする。  

（医療保険者からの情報提供）  

第１２条 前条第１項の保険給付差止の記載に関し必要があると認めるときは、
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法第６８条第５項の規定により要介護被保険者等の加入する医療保険者に対

し、介護保険要介護認定等申請受理通知書（様式第７号）により情報提供を求

めることができる。  

２ 医療保険者は、前項の規定による通知を受け取った場合は、速やかに、市長

に対して情報の提供を行うものとし、保険給付差止の記載の必要があると認め

るときは、介護保険給付の支払一時差止等依頼書（様式第８号）により依頼を

するものとする。  

（特別な事情等による適用除外）  

第１３条 前条第１項の規定にかかわらず、法第６８条第１項に規定する政令で

定める特別の事情として、令第３２条第１項に定める特別の事情があり、未納

医療保険料等を納付することができないと認められる場合は、保険給付差止の

記載は行わないものとする。  

（弁明の機会の付与）  

第１４条 保険給付差止の記載をする場合は、保険給付を受けることができる第

２号被保険者である要介護被保険者等に対し、行政手続法第１３条第１項第２

号の規定に基づき、弁明の機会の付与の通知を行うものとする。  

２ 前項の通知は、介護保険給付の支払一時差止等予告通知書（様式第９号）に、

弁明書を添付して行うものとする。  

３ 弁明書の提出期限は、予告通知書を送付した日から１４日以内とする。ただ

し、弁明書の提出が困難であると市長が認めるときは、弁明を口頭で行うこと

ができる。  

（保険給付差止の記載）  

第１５条 前条第１項の規定による弁明書が期限までに提出されない場合及び

弁明に理由がないと認める場合は、医療保険者と協議の上、保険給付差止の決

定を行い、同項に規定する要介護被保険者等に対し、保険給付差止の記載をす

る旨通知した上で、当該要介護被保険者等の被保険者証に保険給付差止の記載

をし、交付するものとする。  

２ 前項の通知は、介護保険給付の支払一時差止等通知書（様式第１０号）によ

り行うものとする。  

３ 保険給付差止の開始日は、決定日の属する月の翌月の１日とする。  
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４ 前項の規定にかかわらず、保険給付差止にかかる決定が要介護認定等の認定

有効期間開始日の前々月に行われた場合は、決定日の属する月の翌々月の１日

とする。  

（保険給付差止の記載の消除）  

第１６条 前条第１項の規定により保険給付差止の記載を受けた要介護被保険

者等が、未納医療保険料等を完納したとき、又は法第６8 条第２項に規定する

政令で定める特別の事情として、令第３２条第２項に規定する特別の事情があ

る場合は、医療保険者からの依頼を受けて、当該要介護被保険者等に対して被

保険者証の提出を求め、保険給付差止の記載を消除する。  

２ 前項の依頼は、介護保険給付の支払一時差止等終了依頼書（様式第１１号）

により行うものとする。  

３ 保険給付差止の終了日は、消除決定日の属する月の前月末日とする。ただし、

保険給付差止の決定日から開始日の属する月までに消除決定が行われた場合

は、開始日を終了日とする。  

４ 令第３２条第２項に規定する未納医療保険料等の滞納額の著しい減少につ

いては、当該医療保険者に確認するとともに協議を行った上で判断するものと

する。  

（給付額減額の措置）  

第１７条 法第６９条第１項の規定により、要介護認定等をした場合において、

当該認定に係る第１号被保険者である要介護被保険者等について同項に規定す

る保険料徴収権消滅期間があるときは、当該要介護被保険者等の被保険者証に、

介護給付等の額の減額を行う旨並びに高額介護サービス費、高額医療合算介護サ

ービス費、高額介護予防サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費並びに

特定入所者介護サービス費、特例特定入所者介護サービス費、特定入所者介護予

防サービス費及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を行わない旨並び

に給付額減額期間の記載（以下「給付額減額等の記載」という。）をするものと

する。  

２ 前項の規定により給付額減額等の記載をする場合には、当該要介護被保険者

等に対し、介護保険給付額減額通知書（様式第１２号）により通知するものと

する。  
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３ 給付額減額の開始日は、決定日の属する月の翌月の１日とする。  

４ 前項の規定にかかわらず、給付額減額にかかる決定が要介護認定等の認定有

効期間開始日の前々月に行われた場合は、決定日の属する月の翌々月の１日と

する。  

５ 給付額減額等の記載は、規則第１１２条の規定により要介護認定等の結果を

被保険者証に記載する際に行うものとする。  

（特別な事情等による適用除外）  

第１８条 前条第１項の規定にかかわらず、法第６９条第１項ただし書に規定す

る政令で定める特別の事情として、令第３５条各号に定める特別の事情があり、

必要な費用を負担することができないと認められる場合は、給付額減額等の記

載は行わないものとする。  

２ 令第３５条第１号に規定する住宅、家財又はその他の財産について著しい損

害を受けた場合とは、第４条第２項の規定を準用するものとする。  

３ 令第３５条第２号又は規則第１１３条第１項及び第２項に規定する収入が

著しく減少した場合とは、第４条第３項の規定を準用するものとする。  

（給付額減額等の記載の消除）  

第１９条 第１７条第１項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被

保険者等について、法第６９条第２項に規定する政令で定める特別の事情があ

ると認めるとき、又は給付額減額期間が経過したときは、当該給付額減額等の

記載を消除するものとする。  

２ 法第６９条第２項に規定する政令で定める特別の事情がある場合は、当該要

介護被保険者等は被保険者証及び当該特別の事情がある旨を証する書類を市

長に提出し、給付額減額等の記載の消除を受けることができる。  

３ 前項の申請は、介護保険給付額減額免除申請書（様式第１３号）により行う

ものとする。  

４ 給付額減額等の終了日は、消除決定日の属する月の前月末日とする。ただし、

給付額減額等の決定日から開始日の属する月までに消除決定が行われた場合

は、開始日を終了日とする。  

（その他）  

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

http://www.city.soja.okayama.jp/Public/reiki/honbun/m2080611001.html#j10_k1#j10_k1
http://www.city.soja.okayama.jp/Public/reiki/honbun/m2080611001.html#y1#y1


附 則  

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。  



様式第１号 

                               第       号 

  年  月  日 

           様 

船橋市長   ㊞    

      

介護保険給付の支払方法変更（償還払い化）予告通知書 

 

被保険者氏名  被保険者番号           

   

 年  月  日 にあなたは、要介護（更新）認定・要支援（更新）申請をしましたが、

あなたの介護保険料は滞納となっています。 

 介護保険料が滞納のままですと、制度の運営に大きな支障をきたすため、介護保険法では

滞納の方に対し、給付の支払方法を変更する措置が定められています。 

 したがって、今後も保険料滞納の状態が続いた場合には、介護保険法第６６条第１項・第

２項の規定に基づく保険給付の償還払い化の措置（支払方法変更）をとることになりますの

で予告します。 

 「保険給付の償還払い（支払方法変更）」とは介護サービスを受けたとき、サービス提供

事業者にいったん費用の全額を支払い、後日、領収証を添付して保険者負担分を保険者に対

して請求する制度です。 

 なお、特別な事情により一括納付が困難な場合などは、下記の問い合せ先に相談して下さ

い。 

 

【保険料滞納の状況】 

※上記は、 年 月 日現在の滞納額です。行き違いに納入された場合には、すみやかに申

し出てください。 

 

・弁明の機会を付与する通知 

  この通知について異議がある場合は、弁明をする事ができますので、下記の提出期限ま

でに別紙弁明書を提出して下さい。 

 

 弁明書提出先  船橋市 介護保険課 

 

 弁明書提出期限   年  月  日

年度 期別 保険料額 収納額 滞納額 備考 

      

      

      



様式第２号 

 

弁 明 書 

                                年  月  日 

 

船橋市長 あて 

 

住所                 

被保険者氏名             

被保険者番号             

電話番号    （   ）      

 

弁明提出期限  ：     年    月   日まで 

弁明書提出先  ：  船橋市 介護保険課 

（正当な理由もなく提出期限までに弁明書が提出されない場合は支払い方法が変更になる

ことがあります。） 

 

介護保険料の未払いについて下記のとおり弁明いたします。 
 
１． 災害等により著しい損害を受けたこと。（罹災証明等） 

２． 生計を主として維持する者の死亡又は心身に重大な障害を受け、長期入院したことによ

り、収入が著しく減少したこと。 

３． 生計を主として維持する者の収入が、事業又は業務の休廃止、事業におけ る著しい損

害、失業等により著しく減少したこと。（離職証明等） 

４． 被保護者になったこと。（保護決定通知書等） 

５． その他の理由（下記に具体的にご記入ください。） 

                                           

                                           

  

※必ず申請理由の内容等が確認できる書類を添付してください。



様式第３号 

                               第       号 

  年  月  日 

             様 

  船橋市長   ㊞   

 

介護保険給付の支払方法変更（償還払い化）通知書 

 

被保険者氏名    被保険者番号           

 

   年  月  日付、第   号で、「介護保険給付の支払方法変更（償還払い化）予

告通知書」において既に通知していますが、未だ介護保険料が滞納となっていますので、介

護保険法第６６条第１項・第２項の規定に基づき、  年  月  日以降にあなたが利用

する介護サービスについて保険給付の支払方法を変更し、保険給付を償還払いとすることに

決定しましたので通知します。 

また、滞納保険料が著しく減少した場合、災害その他特別な事情があると認められる場合

には、この措置を中止することになりますので、該当すると思われる方は、被保険者証を添

えて、すみやかに下記の問い合わせ先に申し出てください。 

 

【保険料滞納の状況】 

 
 

不服申立 

 この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して3月以内に千葉県介護保険審査会に対して、審査請求をすることができます。 

 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の

翌日から起算して 6 月以内に、市を被告として(訴訟において市を代表する者は、市長とな

ります。)提起することができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。①審

査請求があった日の翌日から起算して3月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執

行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁

決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

年度 期別 保険料額 収納額 滞納額 備考 

      

      

      



様式第４号 

介護保険給付の支払方法変更（償還払い）終了申請書 

 

船橋市長 あて 

 

   次のとおり、支払方法変更（償還払い）終了を申請します。 

 

申請年月日   年  月  日 

申請者氏名 
 被保険者本人

との関係 

 

申請者住所  電話番号 

 

被保険者番号            

フリガナ  

被保険者氏名  

生年月日 
明 ・ 大 ・ 昭 

   年  月  日 

被保険者住所  電話番号 

  申請の理由（該当する番号に丸で囲んでください） 

１．公費負担医療を受給しているため 

２．災害により住宅・家財等に著しい損害を受けたため 

３．生計を主として維持する者の収入がその者の死亡・重大な障害又は長期入院により著

しく減少したため 

４．生計を主として維持する者の収入が事業等の休廃止、失業等により著しく減少したた

め 

５．生計を主として維持する者の収入が干ばつ・冷害等で農作物の不作・不漁などにより

著しく減少したため 

６．生活保護を受けているため（被保護者であるため） 

７．その他（具体的に記載して下さい） 

 

 

 

 

 

※罹災証明・離職証明・保護決定通知などの申請理由を確認できる書類を添付してください。



様式第５号 
介護保険給付の支払一時差止通知書 

第       号 
年  月  日 

               様 
 船橋市長   ㊞    

被保険者氏名   被保険者番号                     

  年  月  日にあなたは、保険給付の償還払いの申請をしましたが、あなたの介護
保険料は下記のとおり滞納となっています。 
 介護保険料が滞納のままですと、制度の運営に大きな支障をきたすため、介護保険法では
滞納の方に対し、保険給付の支払の一時差止めの措置が定められています。 
 したがって、下記の期日までに保険料が納付されない場合には、介護保険法第67条第1項・
第2項の規定に基づき、保険給付の支払の一時差止めを行うことに決定いたしましたので、
通知します。 

 「保険給付の支払の一時差止め」とは、保険給付の償還払いの申請があったとき、償還払
いの対象となる金額の全部又は一部について支払の一時差止めを行うものです。 

期 日    年  月  日 
 なお、今回給付の支払の一時差止めの対象となる介護サービス及び金額は、次のとおりで
す。 

差止めの対象となる介護サービス ： 
 

         、          
         、          

差止めの対象となる給付額    ：         円 

 なお、この通知により、保険給付の支払いの一時差止めが行われた場合でも、災害その他
特別な事情があると認められる場合にはこの措置を中止することになりますので、該当する
と思われる方はすやかに被保険者証を添えて、介護保険課に申し出てください。 
【保険料滞納の状況】 
年度 期 別 保険料額 収納額 滞納額 備 考 
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  
  円 円 円  

※ 上記は、  年  月  日現在の滞納額です。行き違いに納入された場合には、速や
かに申し出てください。 

不服申立 
この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して3月以内に千葉県介護保険審査会に対して、審査請求をすることができます。 
処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の

翌日から起算して6月以内に、市を被告として(訴訟において市を代表する者は、市長となり
ます。)提起することができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、
審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。①審査請
求があった日の翌日から起算して3月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執行又
は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を
経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第６号 

介護保険滞納保険料控除通知書 

第       号 

  年  月  日 

          様 

   船橋市長   ㊞    

 

被保険者氏名   被保険者番号                     

 
   年  月  日付け第  号により、あなたの保険給付について一時差止めを行い、
その後も納付をお願いしていたところですが、いまだに介護保険料が納付されていません。 
 保険料が滞納のままですと、制度の運営に重大な支障を来すため、介護保険法では滞納の
方に対し、一時差止めの対象となっている介護給付費から滞納保険料を控除する措置が定め
られています。 
 したがって、介護保険法第６７条第３項の規定に基づき、下記のとおり、あなたの、一時
差止め対象となっている保険給付から保険料を控除することに決定しましたので、通知しま
す。 
 なお、被保険者証の支払方法の変更の記載を削除しますので、下記の期日までに被保険者
証と印鑑を持参してください。 

        ○ 期日       年  月  日 

        ○ 場所     船橋市役所 介護保険課   
 

【一時差止めの給付費の内容(A)】   【控除保険料額(B)】 

利 用 日 サ ー ビ ス の 種 類 給 付 額 

  

年

度 
期別 

保 険 

料 額 
納 期 限 

年 月 日   円     円   

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

          
 

滞納保険料控除後の保険給付費支給額(A－B)   

 ＊なお，滞納保険料控除後の保険給付費支給額に記載がある場合は，指定金融機関等の通
帳を持参してください。 



様式第７号                        （２号被保険者用） 

 

介護保険要介護認定等申請受理通知書 

第       号  

  年  月  日  

            様 

船橋市長    ㊞     

 

 次の者に係る要介護(更新)認定・要支援(更新)認定の申請を受理したので通知いたします。 

 なお次の者について、介護保険法第６８条第１項に規定する未納医療保険料等がある場合

には、指定期日までに介護保険課までお知らせください。 

 

  指定期日  ：  年  月  日 

 

要介護(更新)認定等の申請を行った者 

要

介

護

認

定

等

申

請

者 

氏 名   

生 年 月 日        年   月   日 

住 所 
〒 

介護被保険者番号                     
  

  

申 請 の 種 類 

１．要介護(要支援)認定申請(新規) 

２．要介護(要支援)認定申請(更新) 

３．区分変更認定申請 

４．その他［        ］ 

申 請 年 月 日 平成   年   月   日 

 

加入している医療保険の状況 

保 険 者 の 名 称   

保 険 者 番 号   

被保険者証記号番号   



様式第８号                          （２号被保険者用） 

 

介護保険給付の支払一時差止等依頼書 

第       号  

  年  月  日  

船橋市長あて 

医療保険者  

代表者        ㊞ 

 

 次の者について、  年  月  日付け、第  号により要介護(更新)認定等の申請

を受理した旨の通知がありましたが、保険料の滞納状況は以下のとおりであり、保険給付

の一時差止め等を依頼します。 

 

【保険料滞納者】 

氏 名   生年月日 年  月  日 

住 所 
〒 

介護保険者番号   医療保険者の番号   

介護保険者の名称   医療保険者の名称   

介護保険被保険者番号   医療保険被保険者証記号番号   

 

【保険料の滞納状況】 

医療保険の加入期間 ：    年  月  日 から     年  月  日まで 

 

年 度 期 別 保険料額 収納額 滞納額 備 考 

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

 

(注１)   年  月  日現在 

(注２) 保険料徴収債権が発生していない額(納付すべき時期が未到来の額)は含まない。 



様式第９号                          （２号被保険者用） 

介護保険給付の支払一時差止等予告通知書 

第       号  

  年  月  日  

              様 

                      船橋市長   ㊞    

 

被保険者氏名   被保険者番号                     

   年  月  日にあなたは要介護(更新)認定・要支援(更新)申請をしましたが、あ

なたの医療保険料等は下記のとおり滞納となっています。 

 医療保険料等が滞納のままですと、制度の運営に大きな支障を来すため、介護保険法で

は滞納の方に対し、給付の支払方法を変更する措置が定められています。 

 したがって、今後も医療保険料等の滞納の状態が続いた場合に、介護保険法第６８条第

１項・第２項に基づき保険給付の償還払い化の措置(支払方法変更)及び保険給付の一時差

止めの措置を採ることになりますので予告します。 

 「保険給付の償還払い(支払方法変更)」とは介護サービスを受けたとき、サービス提供

事業者にいったん費用の全額を支払い、後日、領収証を添付して保険者負担分を保険者に

対して請求する制度です。 

 「保険給付の一時差止め」とは、償還払い化された保険給付について、償還払いの申請

があった場合、医療保険料等の滞納の状況に応じて、償還払いの対象となる金額の全部又

は一部について、支払の一時差止めを行うものです。 
 

【医療保険料等の滞納状況】 

 医療保険の加入期間 ：   年  月  日 から    年  月  日まで 

年度 期 別 医療保険料等額 収納額 滞納額 備 考 

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  
 ※ 上記は、  年  月  日現在の滞納額です。行き違いに納入された場合にはご
了承願います。 

 

・弁明の機会を付与する通知 

  この通知について異議がある場合は、弁明をする事ができますので、下記の提出期限

までに別紙弁明書を提出して下さい。 

 弁明書提出先  船橋市 介護保険課 

 弁明書提出期限   年  月  日 



様式第１０号                     （２号被保険者用） 
 

介護保険給付の支払一時差止め等通知書 
 

第        号 
   年  月  日 

                様 

船橋市長   ㊞    

被保険者氏名   被保険者番号                     

   年  月  日付け第   号で、「介護保険給付の支払一時差止等予告通
知書」を送付しましたが、いまだ下記の医療保険料等が滞納となっておりますの
で、介護保険法第68条第1項の規定に基づき、  年  月  日以降にあなたが
利用する介護サービスについて、「保険給付の支払方法変更(償還払い化)及び保険
給付の支払の一時差止」の措置を採ることに決定いたしましたので、通知します。 
 なお、保険給付差止の記載を行いますので、被保険者証を提出してください。 

 
  提出先  船橋市 介護保険課 
  提出期限   年  月  日 

 また、この通知により保険給付の支払方法変更(償還払い化)及び保険給付の支
払の一時差止の措置が採られた場合でも災害その他特別な事情等があると認めら
れる場合には、この措置を中止することになりますので、該当する方はすやかに
被保険者証を添えて介護保険課に申し出てください。 
 

【医療保険料等の滞納状況】 

年度 期 別 医療保険料等額 収納額 滞納額 備 考 

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

   円 円  

  円 円 円  
 ※ 上記は、  年  月  日現在の滞納額です。行き違いに納入された場
合にはご了承願います。 

 
不服申立 
 この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌
日から起算して3月以内に千葉県介護保険審査会に対して、審査請求をすることが
できます。 
 処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったことを
知った日の翌日から起算して6月以内に、市を被告として(訴訟において市を代表
する者は、市長となります。)提起することができます。ただし、次の①から③ま
でのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消し
の訴えを提起することができます。①審査請求があった日の翌日から起算して3
月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執行又は手続の続行により生ず
る著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないことに
つき正当な理由があるとき。 



様式第１１号                     （２号被保険者用） 

 

介護保険給付の支払一時差止等措置終了依頼書 

第       号 

  年  月  日 

船橋市長あて 

医療保険者 

代表者        ㊞ 

 

 次の者について、 年  月  日付け、 号により支払一時差止等を依頼

していましたが、保険料の滞納状況は以下のとおりであり、保険給付の一時差

止等を終了することを依頼します。 
 

【保険料滞納者】 

氏 名   生年月日 年  月  日 

住 所 
〒 

介護保険者番号   医療保険者番号   

介護保険者の名称   医療保険者の名称   

介護保険被保険者番号   
医療保険 

被保険者証記号番号 
  

 

【保険料の滞納状況】 

医療保険の加入期間：  年  月  日 から   年  月  日まで 

 

年度 期別 保険料額 収納額 滞納額 備考 

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

  円 円 円  

(注１)   年  月  日現在 

(注２)保険料徴収債権が発生していない額(納付すべき時期が未到来の額)は

含まない。



様式第１２号 
第       号 
  年  月  日 

          様 
                        船橋市長   ㊞    

 
介護保険給付額減額通知書 

 

被保険者氏名  被保険者番号           

   年  月  日にあなたは、(要介護（更新）認定・要支援（更新）認定・
要介護状態区分の変更)申請をしましたが、あなたの介護保険料は未納となって
おります。この保険料は、すでに徴収する権利が時効によって消滅しているた
め、遡って納めていただくことができません。 
保険料未納の方に対し、通常の保険給付を行うことは、被保険者間の公平を

損なうことから、介護保険法第６９条第１項の規定により、下記期間につき介
護給付等（居宅介護サービス計画費の支給、特例居宅介護サービス計画費の支
給、介護予防サービス計画費の支給及び特例介護予防サービス計画費の支給、
高額介護サービス費の支給、高額医療合算介護サービス費の支給、高額介護予
防サービス費の支給及び高額医療合算介護予防サービス費の支給並びに特定入
所者介護サービス費の支給、特例特定入所者介護サービス費の支給、特定入所
者介護予防サービス費の支給及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を
除く。）の額の減額を行う旨並びに高額介護サービス費、高額医療合算介護サー
ビス費、高額介護予防サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費並びに
特定入所者介護サービス費、特例特定入所者介護サービス費、特定入所者介護
予防サービス費及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を行わないこと
に決定しましたので通知します。 
なお、災害及びその他の特別の事情等が発生した場合には、給付額減額等の

措置の対象外となりますので、速やかに下記の問い合わせ先に届け出をしてく
ださい。 

 

給付額減額の措置を行う期間 年  月  日 ～   年  月  日 
給付額減額措置の算出根拠 
・給付額減額期間＝保険料徴収権消滅期間×保険料徴収権消滅期間／（保険料

徴収権消滅期間＋保険料納付済期間）×１／２×１２（月） 
・徴収権消滅期間：（未納・時効消滅額／年賦課額）＋（未納・時効消滅額／

年賦課額）＋・＝  年 
・納付済期間：（納付済額／年賦課額）＋（納付済額／年賦課額）＋・・・・・・ 
 ・・・・・＝  年 

【保険料納付の状況  年  月  日】 

年度 未納・時効消滅額 納付額 年賦課額 備考 

     

     

     

※過去に「給付額減額の措置」が適用されている場合、上記の未納・時効消滅、
納付額の合計は、給付額減額の算定根拠の額と異なる場合がございます。 



不服申立 
この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して 3 月以内に千葉県介護保険審査会に対して、審査請求をする
ことができます。 

処分の取消しの訴えは、処分についての審査請求に対する裁決があったこと
を知った日の翌日から起算して 6 月以内に、市を被告として(訴訟において市を
代表する者は、市長となります。)提起することができます。ただし、次の①か
ら③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分
の取消しの訴えを提起することができます。①審査請求があった日の翌日から
起算して 3 月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執行又は手続の続
行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決
を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



様式第１３号 

介護保険給付額減額免除申請書 

 

船橋市長 あて 

次のとおり、給付額減額の免除を申請します。 

                    申請年月日   年  月  日 

 

申請者氏名 
 被保険者本人との

関係 
 

申請者住所 
 電話番号 

 

 

被保険者番号            

フリガナ  

被保険者氏名  

生年月日 
明 ・ 大 ・ 昭 

   年  月  日 

被保険者住所 
 電話番号 

  申請の理由（該当する番号に丸で囲んでください） 

１．災害により住宅・家財等に著しい損害を受けたため 
２．生計を主として維持する者の収入が重大な障害又は長期入院により著しく減少

したため 
３．生計を主として維持する者の収入が事業等の休廃止、失業等により著しく減少

したため 
４．生計を主として維持する者の収入が干ばつ・冷害等で農作物の不作・不漁など

により著しく減少したため 
５．生活保護を受けているため（被保護者であるため） 
６．その他（具体的に記載して下さい） 

 

 

 

 

 

 

 

※罹災証明・離職証明・保護決定通知などの申請理由を確認できる書類を添付してく

ださい。 

 


